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第 1節 労務単価 

 
1 公共工事設計労務単価 
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令和６年度 公共工事設計労務単価 
 

 

１．労務単価は、以下のものにより構成されている。 

①所定労働時間内８時間あたりの基本給相当額及び基準内手当(当該職種の通常の作業内容及び

作業条件の労働に対する手当) 

②所定労働日数１日あたりの臨時の給与及び実物給与 

 

２．時間外、休日又は深夜の割増賃金を積算する場合は、一般に次式により算出するものとする。 

労務費(総額) ＝ 所定内労働に対する賃金＋割増賃金 

＝ 労務単価(休日の場合は計上しない)＋労務単価×Ｋ×割増すべき時間数 

ただし、Ｋは次式により算出する１時間あたりの割増賃金係数である。 

Ｋ ＝ 割増対象賃金比×１／８×割増係数 

職種毎に算出した割増賃金係数Ｋを別表に示す。 

注）Ⅰ．割増対象賃金比は労務単価に占める「基本給相当額＋割増の対象となる手当」(割増

賃金の基礎となる賃金)の割合である。 

Ⅱ．割増係数は、労働基準法第３７条第１項及び第４項に規定されている時間外、休日

及び深夜の割増賃金の計算に用いる率の最低限度に基づくものとする。 

 

３．本公共工事設計労務単価（以下、「本労務単価」という。）は、農林水産省及び国土交通省

が所管する公共事業等に従事した建設労働者の賃金等の実態を調査した結果を基に決定し

たものである。 

  なお、本労務単価の決定にあたり、社会保険に未加入の者が適正に加入できるよう、引き

続き法定福利費相当額を適切に反映している。 
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＜参 考＞ 

－割増賃金の計上が必要な場合の労務費（割増賃金を含む総額）の計算例－ 

 

(1)時間外 

 

① 所定労働時間の８時間に加え、２時間の時間外労働を行う場合（すべて深夜以外の時間

帯の場合） 

労務費（総額）＝単価＋単価×Ｋ（割増係数１．２５の場合の値）×２時間 

② 所定労働時間の８時間に加えて４時間の時間外労働を行い、うち２時間が深夜の時間帯

の場合 

労務費（総額）＝単価＋単価×Ｋ（割増係数１．２５の場合の値）×４時間＋単価×Ｋ

（割増係数０．２５の場合の値）×２時間 

 

 

(2)休 日 

① 休日に８時間の労働を行う場合（すべて深夜以外の時間帯の場合） 

労務費（総額）＝単価×Ｋ（割増係数１．３５の場合の値）×８時間 

② 休日に９時間の労働を行う場合（すべて深夜以外の時間帯の場合） 

労務費（総額）＝単価×Ｋ（割増係数１．３５の場合の値）×９時間 

③ 休日に10時間の労働を行い、うち２時間が深夜の時間帯の場合 

労務費（総額）＝単価×Ｋ（割増係数１．３５の場合の値）×10時間＋単価×Ｋ（割増

係数０．２５の場合の値）×２時間 

 

 

(3)深 夜 

① 所定労働時間８時間の労働を行い、うち３時間が深夜の時間帯の場合 

労務費（総額）＝単価＋単価×Ｋ（割増係数０．２５の場合の値）×３時間 

 

※割増係数は、労働基準法第37条第１項及び第４項に規定されている時間外、休日及び深夜

の割増賃金の計算に用いる率の最低限度に基づくものとする。 
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１．公共工事設計労務単価

（１）公共工事設計労務単価（大阪府） 単位：円　

２．その他の労務単価

所定労働時間内8時間当たりの単価（円）

石工 ブロック工 潜水連絡員 板金工 タイル工 建具工
建築ブロック

工

35,600 29,200 28,200 27,700 23,300 26,700 29,000

　公共工事設計労務単価については、農林水産省及び国土交通省が実施する公共事業労務費調査に基づき単価設定を行っておりますが、単価設定
されなかった職種の単価については、下記のとおりとします。

橋 り ょ う 世 話 役 40,300 交 通 誘 導 警 備 員 A 16,200

土 木 一 般 世 話 役 27,500 交 通 誘 導 警 備 員 B 14,000

橋 り ょ う 特 殊 工 32,800 建 築 ブ ロ ッ ク 工 -

橋 り ょ う 塗 装 工 31,900 設 備 機 械 工 26,100

ト ン ネ ル 作 業 員 29,400 ダ ク ト 工 24,300

ト ン ネ ル 世 話 役 42,900 保 温 工 26,500

さ く 岩 工 28,900 ガ ラ ス 工 26,700

ト ン ネ ル 特 殊 工 42,500 建 具 工 -

潜 か ん 工 35,100 サ ッ シ 工 28,700

潜 か ん 世 話 役 42,200 内 装 工 29,400

運 転 手 （ 特 殊 ） 25,600 板 金 工 -

運 転 手 （ 一 般 ） 22,300 タ イ ル 工 -

塗 装 工 29,000 は つ り 工 28,800

溶 接 工 29,200 防 水 工 26,900

鉄 筋 工 27,000 左 官 27,100

鉄 骨 工 25,900 配 管 工 25,000

ブ ロ ッ ク 工 - 型 わ く 工 30,000

電 工 24,300 大 工 26,400

と び 工 28,000 山 林 砂 防 工 26,400

石 工 - 軌 道 工 43,000

造 園 工 24,300 潜 水 連 絡 員 -

法 面 工 29,000 潜 水 送 気 員 29,700

普 通 作 業 員 21,800 普 通 船 員 24,800

軽 作 業 員 15,200 潜 水 士 38,200

職　　種 金　額 職　　種 金　額

特 殊 作 業 員 25,700 高 級 船 員 31,100

令和6年度　公共工事設計労務単価　(令和6年3月から適用)

・本単価は、公共工事の工事費の積算に用いるためのものであり、下請契約等における労務単価や雇用契約における労働者への支払い賃金を拘束
 するものではない。

・本単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価である。

・時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職種の通常の作業条件または作業内容を超えた労働に対する手当等は含まれていない。

・本単価は労働者に支払われる賃金に係わるものであり、現場管理費（法定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費用等）及び一般管理費
 等の諸経費は含まれていない。（例えば、交通誘導警備員の単価については、警備会社に必要な諸経費は含まれていない。）

・法定福利費の事業主負担額、研修訓練等に要する費用等は、積算上、現場管理費等に含まれている。
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３．割増対象賃金比及び1時間当り割増賃金係数（令和5年3月から適用）

割増対象賃金比 割増係数1.25 割増係数1.35 割増係数0.25

（Ａ） （Ａ）×1/8×1.25 （Ａ）×1/8×1.35 （Ａ）×1/8×0.25

0.783 0.122 0.132 0.024

0.847 0.132 0.143 0.026

0.885 0.138 0.149 0.028

0.771 0.120 0.130 0.024

0.830 0.130 0.140 0.026

0.854 0.133 0.144 0.027

0.905 0.141 0.153 0.028

0.901 0.141 0.152 0.028

0.724 0.113 0.122 0.023

0.884 0.138 0.149 0.028

0.815 0.127 0.138 0.025

0.833 0.130 0.141 0.026

0.827 0.129 0.140 0.026

0.793 0.124 0.134 0.025

0.816 0.128 0.138 0.026

0.940 0.147 0.159 0.029

0.886 0.138 0.150 0.028

0.697 0.109 0.118 0.022

0.961 0.150 0.162 0.030

0.941 0.147 0.159 0.029

0.948 0.148 0.160 0.030

0.854 0.133 0.144 0.027

0.861 0.135 0.145 0.027

0.791 0.124 0.133 0.025

0.771 0.120 0.130 0.024

0.709 0.111 0.120 0.022

0.718 0.112 0.121 0.022

0.805 0.126 0.136 0.025

0.854 0.133 0.144 0.027

0.864 0.135 0.146 0.027

0.716 0.112 0.121 0.022

0.821 0.128 0.139 0.026

0.893 0.140 0.151 0.028

0.886 0.138 0.150 0.028

0.876 0.137 0.148 0.027

0.776 0.121 0.131 0.024

0.825 0.129 0.139 0.026

0.785 0.123 0.132 0.025

0.790 0.123 0.133 0.025

0.780 0.122 0.132 0.024

0.785 0.123 0.132 0.025

0.708 0.111 0.119 0.022

0.831 0.130 0.140 0.026

0.721 0.113 0.122 0.023

0.708 0.111 0.119 0.022

0.725 0.113 0.122 0.023

0.794 0.124 0.134 0.025

0.815 0.127 0.138 0.025

0.851 0.133 0.144 0.027

0.904 0.141 0.153 0.028

職　　種

ブ ロ ッ ク 工

電 工

石 工

法 面 工

軽 作 業 員

特 殊 作 業 員

と び 工

造 園 工

普 通 作 業 員

潜 か ん 世 話 役

運 転 手 （ 特 殊 ）

運 転 手 （ 一 般 ）

塗 装 工

溶 接 工

鉄 筋 工

鉄 骨 工

潜 か ん 工

橋 り ょ う 特 殊 工

橋 り ょ う 塗 装 工

ト ン ネ ル 作 業 員

ト ン ネ ル 世 話 役

さ く 岩 工

ト ン ネ ル 特 殊 工

板 金 工

山 林 砂 防 工

配 管 工

左 官

大 工

型 わ く 工

軌 道 工

は つ り 工

交 通 誘 導 警 備 員 A

1時間当り割増賃金係数　Ｋ

土 木 一 般 世 話 役

潜 水 連 絡 員

潜 水 士

普 通 船 員

高 級 船 員

ダ ク ト 工

防 水 工

橋 り ょ う 世 話 役

タ イ ル 工

屋 根 ふ き 工

交 通 誘 導 警 備 員 B

潜 水 送 気 員

サ ッ シ 工

内 装 工

ガ ラ ス 工

建 具 工

保 温 工

設 備 機 械 工
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2 施設機械工事等労務単価 
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（機械設備工事標準賃金） 単位：円　

割増対象賃金比 備考

－

66.9%

（電気通信関係技術者等単価） 単位：円　

割増対象賃金比 備考

64.0%

64.0%

（電気通信関係技術者等単価） 単位：円　

割増対象賃金比 備考

66.9%

64.0%

64.0%

64.0%

※点検整備工は、「機械設備据付工」単価を運用

（令和６年３月から適用）

施設機械工事等労務単価

令和6年度　機械電気設備工事関係労務単価

電気通信技術員

電気通信技術者

区分

区分 金額

運転監視技術員

点検技術員

点検技術者

点検整備工

区分

28,300

28,300

金額

28,300

36,700

令和6年度 機械電気設備点検整備等業務関係労務単価

29,900

28,300

金額

36,300

機械設備製作工

機械設備据付工

24,400
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3 設計業務委託等技術者単価 
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　　（１）設計業務

　　（２）測量業務

　　（３）航空・船舶関係

　　（４）地質業務

令和６年度　設計業務委託等技術者単価

技術者の職種 基準日額（円） 割増対象賃金比（％）

主任技術者 80,200 55

(令和6年3月から適用)

理事、技師長 75,800 55

主任技師 64,800 55

技師（A） 57,000 55

技師（B） 47,200 55

技師（C） 38,400 55

技術員 33,600 55

技術者の職種 基準日額（円） 割増対象賃金比（％）

測量主任技師 54,600 55

測量技師 47,100 55

測量技師補 36,900 55

測量助手 34,600 60

測量補助員 25,900 60

技術者の職種 基準日額（円） 割増対象賃金比（％）

操縦士 56,300 65

整備士 43,200 60

撮影士 43,500 60

撮影助手 36,100 60

測量船操縦士 36,300 60

技術者の職種 基準日額（円） 割増対象賃金比（％）

地質調査技師 53,200 60

主任地質調査員 41,500 60

地質調査員 31,400 60
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第 2節 材料単価 

 
1 材料単価の取扱いについて 
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材料単価の取扱いについて 

 

工事の算定に用いる材料設計単価の取り扱いは以下によるものとする。なお、工事の種 

別・規模・施工条件等の理由により、これにより難い場合には、環境農林水産総務課契約・

金融グループと協議するものとする。 

 

１．材料単価の基本的な考え方 

（１）材料単価の決定方法 

 

 

 

 23



（２）材料単価の定義及び決定方法 

１）物価版単価 

  物価版単価とは、｢Ｗｅｂ建設物価（一般財団法人建設物価調査会）｣及び｢積算資

料電子版（一般財団法人経済調査会）｣に掲載されている資材価格を下記により比

較し、決定した単価をいう。 

①物価版単価の決定方法 

ア）Ｗｅｂ建設物価と積算資料電子版の安価な方を採用する。 

イ）Ｗｅｂ建設物価と積算資料電子版のどちらか一方にしか単価の掲載がない場

合はその単価を採用する。 

ウ）生コンクリート、モルタル、アスファルト合材、骨材砕石類は地区別単価とし、

各地区内に存在する物価版掲載基準都市の単価を当該地区の単価として採用

する。（基準都市は各物価版で同一でなくてもよい。） 

②表示単価について 

ア）物価版の単価を使用する場合は端数調整を行わない。 

イ）物価版掲載単価の単位を変換して使用する場合は、有効桁は 3桁とする。 

③公表価格について 

   物価版の価格の表示方法が、公表価格と実勢価格になっている場合は実勢価格を

採用し、両方が公表価格の場合は採用しないものとする。 

④大口・小口価格の取り扱いについて 

   原則として大口価格を採用するものとする。 

⑤設計時点の解釈は、設計書の積算を開始する日を基準とする。 

⑥適用期間の中間で価格変動が甚だしく生じた場合は、環境農林水産総務課と協議

し措置を行う。 

 

注）・物価版の価格欄に公表価格と記載があり、これを実勢価格換算するための値引

率、又は掛率の記載のあるものは、これを掛けて実勢価格とし、掛率等の記載の

ないものは、見積りにより価格を決定するものとする。 

・掲載条件に注意し消費税込みか、税抜きかを確認すること。 

・市場単価及び土木工事標準単価（「土木コスト情報」（一般財団法人建設物価調査

会）、「土木施工単価」（一般財団法人経済調査会））についても、上記１）に準じ

るものとする。 

・印刷料金、用紙、リースレンタル、燃料、スクラップ等は、「物価資料」（一般財

団法人建設物価調査会）に掲載されている資材価格の単価を採用する。 

 

２）資材調査単価 

資材調査単価とは、市場性のある資材で物価版単価に掲載されていない資材につ

いて特別調査し決定した単価をいう。 
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３）見積単価 

「設計積算に使用する材料単価について(通知)」(平成 18 年 3 月 31 日付事務連絡)

による、見積りを徴する場合は、形状寸法・品質・規格・数量及び納入時期・場所

等の条件を明示するとともに、原則として消費税抜き価格で見積り依頼を行い、且

つ見積書に記載の価格が消費税抜きであることを明記するように指示する。 

 

① 類似品が資材コード表、積算基準書、市販の物価版等に記載されていない場合→ 

３社以上から徴した見積りの最低価格を採用する。 

（明らかな異常値を除く） 

 

注）・積算にあたっては各社の各部材毎の最低価格を採用せず、総合計が最低価格の

見積りの全てを採用する。 

・個別の部材において物価版等に単価の記載がある場合は、物価版等の単価に置

き換えるものとする。 

・原則として１社見積りは認めない。 

 

②類似品が資材コード表、積算基準書、市販の物価版等に掲載されている場合 

→ ３社以上から見積りを徴収し、以下の計算式により設計単価を定める。 

 

設計単価＝A×（C／B）‥‥‥① 

A：当該資材の見積価格 

B：Aの類似品の見積価格 

C：Aの類似品の物価版等の掲載価格 

   

※ 類似品とは、同一品名で規格（形状・寸法）が異なる物、類似の機能・材質

を持つものをいう。 

 

注）・C／Bの値は、1.0 以下で、かつ小数点以下４桁まで（５桁目四捨五入）とする。 

なお、1.0 を超える場合は単価補正しない。 

・各社毎に式①により設計単価を算定し、その最低価格を採用する。 

・積算にあたっては、各社の各部材毎の最低価格を採用せず、総合計が最低価格の

見積りの全てを採用する。 

・個別の部材において物価版等に単価の記載がある場合は、物価版等の単価に置き

換えるものとする。 

 

③見積りの依頼方法 

ア）見積りは事務所長から３社以上へ依頼するものとする。 

イ）見積徴収先の選定は、実績、企業規模、技術水準及び府内の取引事例等を勘案

して適正に行うものとし、仕様については以下の点に留意して条件明示を行い、
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各社に依頼し、提出時には見積価格の内訳書等も含めて提出を求めるものとす

る。 

・材料規格 

材料規格についてはできる限り詳細に仕様を明示する。数量の単位について

は設計変更等への対応を考慮し、設計表示単位を勘案して定めるものとする。 

 

・受渡し条件 

「現地着（荷卸しを含む）単価とする。」等の条件明示を原則とするが、砂防工

事等でトラックによる荷卸しが困難な箇所については、その旨明記すること。

また納入時期に時間指定等が必要な場合は明記すること。 

・搬入予定年月 

・「消費税を含まない」旨明記すること。 

 

２．材料単価決定における採用時期の種類及び適用 

（１）適用時期の種類 

１）毎月単価 

・各月の期間は、当月 1日～当月末日までとする。 

・物価版、物価資料各月号の適用期間は下表のとおりとする。 

積算開始日 物価版の適用月 

4 月 1日～4月 30 日 4 月号 

5 月 1日～5月 31 日 5 月号 

6 月 1日～6月 30 日 6 月号 

7 月 1日～7月 31 日 7 月号 

8 月 1日～8月 31 日 8 月号 

9 月 1日～9月 30 日 9 月号 

10 月 1 日～10月 31日 10 月号 

11 月 1 日～11月 30日 11 月号 

12 月 1 日～12月 31日 12 月号 

1 月 1日～1月 31 日 1 月号 

2 月 1日～2月 28 日 2 月号 

3 月 1日～3月 31 日 3 月号 

 

２）年 1回単価 

積算開始日 適用単価 

適用開始日～次回適用開始前日 年度単価 
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３）四半期毎単価 

・土木コスト情報(デジタル土木コスト情報)、土木施工単価(積算資料電子版)各季号

の適用期間は下記のとおりとする。 

 

積算開始日 市場単価の適用月 

4 月 1日～6月 30 日 春号（4月号） 

7 月 1日～9月 30 日 夏号（7月号） 

10 月 1 日～12月 31日 秋号（10月号） 

1 月 1日～3月 31 日 冬号（1月号） 

 

（２）適用時期の考え方及び適用 

①物価版等に掲載がある場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥毎月単価 

②物価版等に掲載がない場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥年１回単価 

同一名称であっても掲載がない場合については年１回単価の扱いとする。 

③資材単価の変動が特に甚だしい場合は別途通知等によることがある。 

④市場単価の取扱い‥‥‥単価設定は四半期毎とする。 

   土木コスト情報(建設物価臨時増刊)、土木施工単価(積算資料臨時増刊)により単価

設定されている工種のうち、規格等が異なるため、単価設定されていないものについ

て資材調査等により単価決定を行う場合、「②物価版等に掲載がない場合」となり、

適用時期は年１回単価とする。 

⑤土木工事標準単価の取扱い‥‥‥単価設定は四半期毎とする。 

 土木コスト情報(建設物価臨時増刊)、土木施工単価(積算資料臨時増刊)に掲載して

いる土木工事標準単価は市場単価と同様に適用する。 

⑥建設機械等賃料の適用時期は、毎月単価とする。 

 

３．材料単価決定における地区区分及び適用 
（１）府内統一単価‥‥‥府内を一つの単価(大阪単価)として設定したもの 

府内統一単価及び材料単価・労務単価・輸送費・電力料金の適用地域 

 

府内統一単価 
材料単価 

労務単価 輸送費 電力料金 備考 
WEB 

建設物価 

積算資料 

電子版 

大阪 大阪 大阪 大阪府 近畿運輸局 関西電力  

※ 材料単価で物価版掲載都市に大阪がない場合、大阪が含まれる区域(全国等)とする。 

 

（２）地区別単価‥‥地区毎に単価を設定したもの 

（生コンクリート・モルタル・アスファルト合材・骨材・砕石類） 

生コンクリート、モルタル、アスファルト合材、骨材類は地区別単価とする。物価版
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に掲載されているものは物価版単価とするが、単価の適用にあたっては別表の各地

区内に存在する物価版掲載基準都市の単価を当該地区の単価として採用するものと

し、Web 建設物価、積算資料電子版の両方に基準都市が存在する場合（基準都市は同

一でなくてもよい）は安価な方の単価とする。なお、一方しかない場合は一方の単価

である。物価版に掲載されておらず、資材調査単価に掲載されているものは、その記

載事項に基づき単価を適用する。 

 

（別表） 

 

地区 

番号 

 

地 区 名 

物価版掲載基準都市 

Web 

建設物価 

積算資料 

電子版 

①  豊能郡(能勢町・豊能町)及び箕面市止々呂美地区 豊能 能勢 

②  池田・茨木土木管内(①を除く) 

[池田市・箕面市(止々呂美地区を除く)・豊中市・吹田市・

茨木市・高槻市・三島郡(島本町)・摂津市] 

茨木 高槻 

③  枚方・八尾土木管内 

[東大阪市・大東市・門真市・守口市・寝屋川市・枚方市・

交野市・四條畷市・八尾市・柏原市] 

東大阪 東大阪 

④  富田林・鳳土木管内 

[堺市・松原市・藤井寺市・羽曳野市・富田林市・大阪狭

山市・南河内郡(太子町・河南町・千早赤阪村)・河内長野

市・高石市・泉大津市・和泉市・泉北郡(忠岡町)] 

堺 堺 

⑤  岸和田土木管内 

[岸和田市・貝塚市・阪南市・泉南郡(田尻町・熊取町・岬

町)・泉佐野市・泉南市] 

泉佐野 岸和田 

⑥  大阪市 大阪 大阪 

 

４．その他 

（１）単価が異なる区間の扱いについて 

単価が異なる区間に工事がまたがる場合は、当該工事延長の長い方の地区の単価 

とする。 

 

（２）土砂、石材類の小型車割り増しについて 

小型車使用の場合、割り増し相当分については、見積価格を用いること。 

地区別単価 ＋ 小型車見積り単価 ＝ 採用単価 とする。 
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2  土地改良工事等資材調査単価 

〔年 1回単価〕 
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名　称 規　格 単位 価格（円） 備考

鉄筋コンクリート片厚U形 240　長1000㎜ 個 4,050
鉄筋コンクリート片厚U形 300B　長1000㎜ 個 5,590
鉄筋コンクリート片厚U形 240　長600㎜ 個 2,970
鉄筋コンクリート片厚U形 300B　長600㎜ 個 4,160
鉄筋コンクリートフリューム 200 210×200×4 個 15,300
鉄筋コンクリートフリューム 250 260×240×4 個 20,200
鉄筋コンクリートフリューム 300 310×275×4 個 24,600
鉄筋コンクリートフリューム 350 360×315×4 個 28,500
鉄筋コンクリートフリューム 400 425×350×4 個 34,700
鉄筋コンクリートフリューム 450 480×390×4 個 44,300
鉄筋コンクリートフリューム 500 530×425×4 個 55,900
鉄筋コンクリートフリューム 560 600×480×4 個 70,700
板材　　（杉１等） 長2m　厚2.4㎝ 　幅12㎝ m3 49,000
ＣＤ－Ｒ ＣＤ－Ｒ(記録面色素フタロシアニン)７００MB 枚 52
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径75 長5.0 本 3,070
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径100 長5.0 本 4,610
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径125 長5.0 本 7,470
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径150 長5.0 本 10,700
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径200 長5.0 本 17,900
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径250 長5.0 本 26,900
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径300 長5.0 本 38,000
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管(VU) RR片受直管 径350 長5.0 本 52,300
会所桝４００型（蓋無し） ４００×４００×Ｈ５８０ 個 8,550
会所桝４００型（蓋有り） ４００×４００×Ｈ５８０ 個 10,600
会所桝４００型（蓋有り） ３５０×３５０×Ｈ４９０ 個 7,650
水路用鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ大型フリューム Ｈ７００×Ｂ７００×２０００ 個 39,600
水路用鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ大型フリューム Ｈ８００×Ｂ８００×２０００ 個 51,100
水平水閘 φ５０ 個 12,700
水平水閘 φ６５ 個 12,700
水平水閘 φ７５ 個 12,700
水平水閘 φ１００ 個 19,500
ネジ式水閘 φ５０ 個 720
ネジ式水閘 φ６５ 個 890
ネジ式水閘 φ７５ 個 1,130
ネジ式水閘 φ１００ 個 1,540
分水栓 ＶＰ用　Ａ－１５０ 個 4,050
分水栓 ＶＰ用　Ａ－２００ 個 7,740
分水栓 ＶＰ用　Ａ－２５０ 個 25,700
分水栓 ＶＰ用　Ａ－３００ 個 34,600
分水栓 ＨＰ用　Ｂ－１５０ 個 2,470
分水栓 ＨＰ用　Ｂ－２００ 個 4,450
分水栓 ＨＰ用　Ｂ－２５０ 個 9,900
分水栓 ＨＰ用　Ｂ－３００ 個 34,600
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名　称 規　格 単位 価格（円） 備考

ベンチフリューム 200型  長2.000ｍ 本 5,090
ベンチフリューム 250型  長2.000ｍ 本 5,870
ベンチフリューム 300型  長2.000ｍ 本 7,470
ベンチフリューム 350型  長2.000ｍ 本 9,730
ベンチフリューム 400型  長2.000ｍ 本 12,100
ベンチフリューム 450型  長2.000ｍ 本 13,600
ベンチフリューム 500型  長2.000ｍ 本 16,300
ベンチフリューム 550型  長2.000ｍ 本 19,200
ベンチフリューム 600型  長2.000ｍ 本 20,500
ベンチフリューム用蓋板 ＢＦ250用  L=1000  Ｔ‐5 枚 4,820
ベンチフリューム用蓋板 ＢＦ300用  L=1000  Ｔ‐5 枚 6,000
ベンチフリューム用蓋板 ＢＦ350用  L=1000  Ｔ‐5 枚 7,370
ベンチフリューム用蓋板 ＢＦ400用  L=1000  Ｔ‐5 枚 8,550
ベンチフリューム用蓋板 ＢＦ450用  L=1000  Ｔ‐5 枚 10,000
ベンチフリューム分水桝 1号  250型 個 18,300
ベンチフリューム分水桝 1号  300型 個 18,300
ベンチフリューム分水桝 2号  350型 個 22,900
ベンチフリューム分水桝 2号  400型 個 22,900
ベンチフリューム分水桝 3号  450型 個 27,100
ベンチフリューム分水桝 3号  500型 個 27,100
ベンチフリューム屈折桝 300型 個 36,000
ベンチフリューム屈折桝 400型 個 51,800
ベンチフリューム屈折桝 500型 個 65,700
ベンチフリューム屈折桝 600型 個 78,800
ベンチフリューム落差工 250用 個 12,900
ベンチフリューム落差工 300用 個 14,800
ベンチフリューム落差工 350用 個 18,100
ベンチフリューム落差工 400用 個 20,800
ベンチフリューム落差工 450用 個 22,200
ベンチフリューム落差工 500用 個 25,600
ベンチフリューム落差工 550用 個 27,200
ベンチフリューム落差工 600用 個 29,100
排水フリューム 600×400×1000 本 20,800
排水フリューム 600×400×2000 本 26,100
排水フリューム 900×500×1000 本 40,100
排水フリューム 900×500×2000 本 50,200
排水フリューム 900×600×1000 本 41,900
排水フリューム 900×600×2000 本 52,400
歩車道境界ブロックＡ 150/190×200×600  両面Ｒ 個 1,030
歩車道境界ブロックＡ 切下部用 個 1,110
歩車道境界ブロックＢ 180/230×250×600  両面Ｒ 個 1,410
歩車道境界ブロックＢ 切下部用  Ｈ70 個 1,530
歩車道境界ブロックＣ 180/240×300×600  両面Ｒ 個 1,580
歩車道境界ブロックＣ 切下部用 個 1,710
歩車道境界ブロックB 切下用　三段斜10㎝　180/(190～205)×（250～200） 個 1,530
歩車道境界ブロックB 切下用　三段斜10㎝　180/(190～205)×（200～150） 個 1,530
歩車道境界ブロックB 切下用　三段斜10㎝　180/(190～205)×（150～100） 個 1,530
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高600　幅600　長2000 本 33,000
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高700　幅700　長2000 本 43,600
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高800　幅800　長2000 本 50,700
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高900　幅900　長2000 本 60,400
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高1000　幅1000　長2000 本 74,600
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高600　幅400　長2000 本 29,300
鉄筋コンクリート高強度フリューム 高900　幅600　長2000 本 53,500
水路用鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ大型フリューム Ｈ９００×Ｂ９００×２０００ 本 59,400
水路用鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ大型フリューム Ｈ１０００×Ｂ１０００×２０００ 本 68,700
鉄筋コンクリートU形　ソケット付き 高300　幅300　長600 個 3,400
鉄筋コンクリートU形　ソケット　すべり止め付き 高300　幅300　長600 個 4,080
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 200型 組 3,150
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 240型 組 3,600
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 300型 組 5,040
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 350型 組 7,650
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 400型 組 10,600
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 450型 組 12,200
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 500型 組 19,100
一般会所桝（雨水桝）  ふた有り 600型 組 27,300
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 200型 個 2,340
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 240型 個 2,700
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 300型 個 3,780
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 350型 個 6,120
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名　称 規　格 単位 価格（円） 備考

一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 400型 個 8,550
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 450型 個 9,810
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 500型 個 15,500
一般会所桝（雨水桝）  ふた無し 600型 個 21,800
一般会所桝（雨水桝）用ふた 300型 枚 1,200
一般会所桝（雨水桝）用ふた 400型 枚 2,070
一般会所桝（雨水桝）用ふた 500型 枚 3,870
一般会所桝（雨水桝）用ふた 600型 枚 5,490
仕切弁バルブボックス 32B30型460×480×300 個 6,370
仕切弁バルブボックス 32B10型　460×480×100 個 3,750
仕切弁バルブボックス 32C型  460×650×300 個 8,840
仕切弁バルブボックス 32B20型 個 4,790
仕切弁バルブボックス 32C20型　460×650×200 個 7,900
仕切弁バルブボックス  鉄蓋付　32型 480×480×200 個 46,400
消火栓空気弁ボックス  スラブ８０ 300×800×75  2枚組 個 7,930
消火栓空気弁ボックススラブ１００ 400×1000×85  2枚組 個 13,000
消火栓空気弁ボックス双口鉄蓋付き 47×67型200×700×900 個 140,000
消火栓空気弁ボックス単口用ボックス Ｂ15型150×500×600 個 5,500
消火栓空気弁ボックス単口用ボックス Ｃ型  200×600×700 個 8,450
取付式分水栓 合成樹脂板  Ａ‐350 個 44,500
ネットフェンス  エキスパンド Ｈ1.2ｍ ｍ 8,260
ネットフェンス用アンカーブロック 30×30×70（㎝） 個 2,900
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3  森林土木工事等資材調査単価 

〔年 1回単価〕 

 

調整中 
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